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平成２３年度 国立大学法人岩手大学 年度計画

Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置Ⅰ 大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 教育に関する目標を達成するための措置１ 教育に関する目標を達成するための措置１ 教育に関する目標を達成するための措置１ 教育に関する目標を達成するための措置

（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置（１）教育内容及び教育の成果等に関する目標を達成するための措置

①前年度実施の初年次学生向けアンケート結果を活用して、初年次教育の充実に向けた改善方策を

実施する。

②第２回全学共通教育シンポジウムを開催し、全学共通教育と専門教育の連携に関する全学的な議

論を行う。

③各学部の学科・課程毎に人材養成目的に応じたカリキュラム・ポリシーを策定する。

④前年度の「学士力」の検討を踏まえて、全学の「学位授与の方針」をとりまとめる。

⑤学生の自発的な学びを啓発するため、新入生向け学習ガイドを作成する。

⑥成績評価の改善点を洗い出すため、全学共通教育の成績評価比率を解析する。

⑦教育学研究科において、交換留学生に限定した平成２４年度秋季入学のための試験を実施する。

⑧各研究科の専攻における人材養成目的及び学生に身に付けさせる力をホームページ上に公表す

る。

⑨外国語の自主学習を促進するための具体的方策について検討する。

⑩ ICT コンテンツを活用した試行授業の拡大を図る。

⑪サンドイッチ型プログラムを活用して学生の海外研修を推進する。

（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置（２）教育の実施体制等に関する目標を達成するための措置

①前年度の検討結果を踏まえて、専門基礎教育の具体的改善方策を検討する。

②前年度の調査・分析を踏まえて、志願者の安定的確保に向けた入試広報を強化する。

③環境人材育成プログラムを修了した学生に「環境管理実務士」の資格を授与する。

④前年度実施の教育環境改善に関する調査を精査して、予算の範囲内で緊急性の高い事項から整備

を進める。

⑤引き続きＦＤプランの見直しと検証を行い、新しいＦＤプランに基づくＦＤ活動を推進する。

（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置（３）学生への支援に関する目標を達成するための措置

①学生への新たな経済的支援方策について検討する。

②平成２３年３月に発生した東日本大震災により授業料等の納付が困難となった学生に対し、経済

的理由により修学を断念することがないよう、授業料免除等の経済的支援に関する制度の充実を

図る。

③学生の就業力育成に向けた企業・自治体等との連携を推進する。

④前年度のとりまとめを踏まえて、特別な支援を必要とする学生への支援方策を具体化する。

⑤改修された寮における生活の充実を図るため、適正な運営を指導する。

⑥前年度設立した岩手大学ボランティア団体協議会と協力して、学生のボランティア活動を啓発す

る取組を実施する。

⑦学生団体と連携し、学生参加による町内会と大学との懇談会を開催する。

２ 研究に関する目標を達成するための措置２ 研究に関する目標を達成するための措置２ 研究に関する目標を達成するための措置２ 研究に関する目標を達成するための措置

（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置（１）研究水準及び研究の成果等に関する目標を達成するための措置

①「研究拠点形成・重点研究支援経費」に採択された研究プロジェクトを実施し、研究拠点形成の

推進を図る。

②ソフトパス工学総合研究センターを設置し、持続可能な共生社会の形成を目指した重点研究を推

進する。

③「地域課題研究支援経費」に採択された研究プロジェクトを実施し、成果の地域還元を進める。

（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置（２）研究実施体制等に関する目標を達成するための措置

①「研究戦略部会」により、研究環境、研究評価等における課題を整理し、改善を進める。

②「萌芽的研究支援経費」、「学系プロジェクト経費」により今後の発展が期待される研究を支援し、

研究活動の活性化を図る。

③「萌芽的研究支援経費（若手枠）」、「海外渡航支援経費（若手枠）」による申請・選定を行い、若

手研究者の研究・海外渡航を支援する。

④子育てのためのネットワークの構築や相談体制の整備等、具体的な「研究と出産・育児等との両

立」支援方策を策定する。

⑤女性研究者の裾野の拡大を推進するために、女子学部生・大学院生を対象とした進学説明会や女
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子中高生を対象とした出前授業を実施するとともに、女性研究者のロールモデル集を作成、配布

する。

⑥技術系職員による技術シーズと教職員からの支援ニーズとのマッチングを図ることにより、より

効率的な支援体制への改善・整備を進める。

３ その他の目標を達成するための措置３ その他の目標を達成するための措置３ その他の目標を達成するための措置３ その他の目標を達成するための措置

（１）社会との連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置（１）社会との連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置（１）社会との連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置（１）社会との連携や社会貢献に関する目標を達成するための措置

①いわて未来づくり機構への主務機関としての参画と主体的活動を実施する。

②地域連携フォーラムを開催するとともに、連携自治体との連携組織の構築を行う。

③東京オフィスを核とした首都圏でのネットワークを構築し展開する。

④特許戦略を見直し、それに基づいた取得特許を精査するとともにＮＥＲＵＣ事業等を推進する。

⑤「いわてアグリフロンティアスクール」を継続し、新たに非農業者対象とした農業実習を加えて

開講する。

⑥地域再生人材育成拠点事業として、「岩手マイスター育成事業」を継続実施する。

⑦大学の知的資産を活用した社会人への高度な実践教育として、地域を支えるエコリーダー・防災

リーダーを育成する事業を継続実施する。

⑧科学技術への関心を深める各事業を実施する。

⑨スポーツユニオンの体制を整備するとともに、地域とのスポーツ活動の連携を促進する。

⑩平泉を中心としたアート企画展を実施する。

⑪いわて高等教育コンソーシアムの運営体制を刷新し、教育力向上等の事業を推進する。

⑫東京農工大学との共同獣医学課程の設置に向けて、カリキュラムなどについて、具体的な協議を

進める。

⑬北東北国立３大学において、地域の諸課題を視野に入れつつ、教育・研究・社会貢献の事業を共

同で行い、３大学の連携を推進する。

（２）国際化に関する目標を達成するための措置（２）国際化に関する目標を達成するための措置（２）国際化に関する目標を達成するための措置（２）国際化に関する目標を達成するための措置

①国際戦略の実行計画を立案し、優先順位を付して可能なものから実行する。

②「海外渡航支援経費」、「大学院学生等の海外研究発表支援経費」の公募と採択を行い、海外との

研究交流を推進する。

③日中韓産学官連携セミナーを開催するとともに、大連理工大学・岩手大学国際連携・技術移転セ

ンターを再構築する。

④学生、教職員の海外派遣や受け入れを促進する事業を立案し実施する。

⑤国際戦略を基に留学生宿舎の将来構想を立案する。

（３）附属学校に関する目標を達成するための措置（３）附属学校に関する目標を達成するための措置（３）附属学校に関する目標を達成するための措置（３）附属学校に関する目標を達成するための措置

①現職教員や大学院生の受け入れと、その効果的な指導・支援体制の構築に協力する。

②各附属校園が学部教員と協力し、ハイパーテーマ（共同研究テーマ）のもとに実施する学校公開

研究会または中間発表会を支援する。

③教育学部地域運営協議会を通して、地域の教育ニーズを把握し、附属学校の運営に反映させる仕

組みを策定する。

④通常学級に在籍している発達障害のある幼児・児童への支援指導を実施するとともに、附属学校

特別支援教育推進専門委員会で事例集等の作成を進める。

⑤附属学校運営会議において、附属学校の機能充実に向けたマネジメント体制の強化について検討

する。

Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置Ⅱ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置１ 組織運営の改善に関する目標を達成するための措置

①教育学研究科と人文社会科学研究科を統合した「総合人間学研究科（仮称）」の設置と、人文社

会科学部、教育学部の同時改組について検討する。

②全学教育研究支援施設の再編案を策定し、それに基づいた規則等の検討を行う。

③柔軟な人的支援制度の導入について引き続き検討する。

④前年度の検証を踏まえ、全学委員会の統合等に関し立案する。

⑤次期教員評価に活用できる新しいシステムを開発するとともに、新たなインセンティブを検討す

る。

⑥事務系・技術系等職員の人事評価に関するアンケート結果を踏まえて、制度の改善について検討

する。

⑦教員評価の「社会貢献活動」領域の統一基準を策定する。

⑧ワーク・ライフ・バランスについて、共通認識を深め意識改革を図るためのセミナー等を開催す
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る。

⑨ワーク・ライフ・バランス相談体制の利用状況等の点検や保育スペースの運用を踏まえて、育児

・介護等の支援に効果的な勤務制度の整備を進める。

⑩女性研究者の採用を促進するためのインセンティブの具体的な工夫を検討する。

２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置２ 事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置

①教育研究組織の再編に関する進捗状況を視野に入れつつ、業務改善アクションプランの策定に係

る検討に着手する。

②初任者層から管理職層までの人材を体系的に養成するための指針及び人材育成計画（研修実施計

画）を策定する。また、新たな仕組みを取り入れた学内登用制度を策定する。

③専門性を有する外部人材の登用に資する新たな選考基準を策定する。

④情報化推進本部を設置し、現行の情報関連の委員会及び情報処理センターの任務と体制を見直し、

大学全体の情報化を包括的に推進する組織に改編する。

Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置Ⅲ 財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 外部資金、その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置１ 外部資金、その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置１ 外部資金、その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置１ 外部資金、その他の自己収入の増加に関する目標を達成するための措置

①競争的研究資金等の情報を一元的に集約して全学に周知するとともに、積極的な応募・申請を促

進する。

②前年度の検討結果に基づき、自己収入増加方策を実行する。

２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置２ 経費の抑制に関する目標を達成するための措置

①「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００６」（平成１８年７月７日閣議決定）に基づ

き、平成２３年度分の人件費を継続的に削減する。

②新たな人件費管理計画の策定に向けた検討を継続して行う。

③経費の削減状況を点検・分析し、新たな削減方策をさらに検討する。

④工学部６号館等の建物改修において、照明設備のLED化と節水型水道設備の導入を図る。

⑤PDCAサイクルによる環境マネジメントを実施することにより、省エネ・省資源の取り組みを強化

するとともに、ISO14001の定期審査を受審する。

⑥CO 排出量の「見える化」システムを構築し、排出量の削減に努める。2

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置

①職員宿舎の整理統合等による改修、売却、貸し付け等の総合整備計画を策定する。

Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置Ⅳ 自己点検・評価及び当該状況に係る情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置

①教員に関する個人単位の統合情報システムの運用を開始する。

②各部局等の自己評価・外部評価結果を全学一元的に集約し、評価結果による指摘事項の改善状況

を継続的にチェックするシステムを導入する。

③本学独自に作成した認証評価チェックリストに基づき、教育研究活動等に関する改善を要する点

を抽出し、改善を行う。

２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置２ 情報公開や情報発信等の推進に関する目標を達成するための措置

①前年度の検討結果を踏まえて、「岩手大学広報方針（仮称）」を取りまとめる。

Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置Ⅴ その他業務運営に関する重要目標を達成するためにとるべき措置

１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置１ 施設設備の整備・活用等に関する目標を達成するための措置

①施設整備基本計画に基づき、施設のバリアフリー化対策、老朽改善、基幹環境整備の推進を図る。

２ 安全管理に関する目標を達成するための措置２ 安全管理に関する目標を達成するための措置２ 安全管理に関する目標を達成するための措置２ 安全管理に関する目標を達成するための措置

①関連部署との連携体制を踏まえて、研究室ごとの危険物質情報が確認可能となるシステムを構築

する。

②事故発生の可能性と想定される被害の程度を勘案したリスク評価を行う。

③「上田地区防災協議会（仮称）」を設置する。

３ 法令遵守に関する目標を達成するための措置３ 法令遵守に関する目標を達成するための措置３ 法令遵守に関する目標を達成するための措置３ 法令遵守に関する目標を達成するための措置

①不正防止計画の実施状況を点検し、必要な改善を図る。また、管理・監査体制の点検を行う。

②統合認証基盤システムの設計を行う。
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③事務用PCのシンクライアントシステムを構築し、運用を開始する。

④情報倫理・情報セキュリティの重要性を啓発するために、きめ細かく講習会等を開催する。

⑤情報セキュリティに関する内部監査計画を策定する。

Ⅵ 予算（人件費の見積りを含むⅥ 予算（人件費の見積りを含むⅥ 予算（人件費の見積りを含むⅥ 予算（人件費の見積りを含む。）。）。）。）、収支計画及び資金計画、収支計画及び資金計画、収支計画及び資金計画、収支計画及び資金計画

別紙参照

Ⅶ 短期借入金の限度額Ⅶ 短期借入金の限度額Ⅶ 短期借入金の限度額Ⅶ 短期借入金の限度額

１ 短期借入金の限度額１ 短期借入金の限度額１ 短期借入金の限度額１ 短期借入金の限度額

１７億円

２ 想定される理由２ 想定される理由２ 想定される理由２ 想定される理由

運営費交付金の受け入れ遅延及び事故の発生等により緊急に必要となる対策費として借り入れする

ことが想定されるため。

Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に関する計画Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に関する計画Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に関する計画Ⅷ 重要な財産を譲渡し、又は担保に関する計画

該当なし

Ⅸ 剰余金の使途Ⅸ 剰余金の使途Ⅸ 剰余金の使途Ⅸ 剰余金の使途

教育研究の質の向上、環境整備及び組織運営の改善に充てる。

Ⅹ その他Ⅹ その他Ⅹ その他Ⅹ その他

１ 施設・設備に関する計画１ 施設・設備に関する計画１ 施設・設備に関する計画１ 施設・設備に関する計画 （単位 百万円）

施設・設備の内容 予 定 額 財 源

総合研究棟（環境系）改修 総 額 施設整備費補助金 （ ５２５）

小規模改修 ６６０ 国立大学財務・経営センター施設費

交付金 （ ３５）

農業教育資料館耐震改修 目的積立金

（ １００）

災害復旧工事

注）金額は見込みであり、上記のほか、業務の実施状況等を勘案した施設・設備の整備や、老朽度

合い等を勘案した施設・設備の改修等が追加されることもある。

２ 人事に関する計画２ 人事に関する計画２ 人事に関する計画２ 人事に関する計画

（１）柔軟な人的支援制度の導入について引き続き検討する。

（２）次期教員評価に活用できる新しいシステムを開発するとともに、新たなインセンティブを検

討する。

（３）事務系・技術系等職員の人事評価に関するアンケート結果を踏まえて、制度の改善について

検討する。

（４）教員評価の「社会貢献活動」領域の統一基準を策定する。

（５）ワーク・ライフ・バランスについて、共通認識を深め意識改革を図るためのセミナー等を開

催する。

（６）ワーク・ライフ・バランス相談体制の利用状況等の点検や保育スペースの運用を踏まえて、

育児・介護等の支援に効果的な勤務制度の整備を進める。

（７）女性研究者の採用を促進するためのインセンティブの具体的な工夫を検討する。

（８）初任者層から管理職層までの人材を体系的に養成するための指針及び人材育成計画（研修実

施計画）を策定する。また、新たな仕組みを取り入れた学内登用制度を策定する。

（９）専門性を有する外部人材の登用に資する新たな選考基準を策定する。

（参考１）平成２３年度の常勤職員数 ７６４人

（参考２）平成２３年度の人件費総額見込み ７，６６６百万円

３ 災害復旧に関する計画３ 災害復旧に関する計画３ 災害復旧に関する計画３ 災害復旧に関する計画

平成２３年３月に発生した東日本大震災により被災した施設・設備の復旧整備をすみやかに行う。



- 5 -

（別紙）予算、収支計画及び資金計画（別紙）予算、収支計画及び資金計画（別紙）予算、収支計画及び資金計画（別紙）予算、収支計画及び資金計画

１．予 算１．予 算１．予 算１．予 算

平成２３年度 予 算平成２３年度 予 算平成２３年度 予 算平成２３年度 予 算

（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）

区 分 金 額区 分 金 額区 分 金 額区 分 金 額

収 入収 入収 入収 入

運営費交付金 ７，１６４運営費交付金 ７，１６４運営費交付金 ７，１６４運営費交付金 ７，１６４

うち補正予算による追加 ２２９うち補正予算による追加 ２２９うち補正予算による追加 ２２９うち補正予算による追加 ２２９

施設整備費補助金 ５２５施設整備費補助金 ５２５施設整備費補助金 ５２５施設整備費補助金 ５２５

うち補正予算による追加 １４うち補正予算による追加 １４うち補正予算による追加 １４うち補正予算による追加 １４

補助金等収入 ２２６補助金等収入 ２２６補助金等収入 ２２６補助金等収入 ２２６

国立大学財務・経営センター施設費交付金 ３５国立大学財務・経営センター施設費交付金 ３５国立大学財務・経営センター施設費交付金 ３５国立大学財務・経営センター施設費交付金 ３５

自己収入 ３，４７７自己収入 ３，４７７自己収入 ３，４７７自己収入 ３，４７７

授業料、入学金及び検定料収入 ３，２５６授業料、入学金及び検定料収入 ３，２５６授業料、入学金及び検定料収入 ３，２５６授業料、入学金及び検定料収入 ３，２５６

雑収入 ２２１雑収入 ２２１雑収入 ２２１雑収入 ２２１

産学連携等研究収入及び寄附金収入等 ７９２産学連携等研究収入及び寄附金収入等 ７９２産学連携等研究収入及び寄附金収入等 ７９２産学連携等研究収入及び寄附金収入等 ７９２

長期借入金収入 ０長期借入金収入 ０長期借入金収入 ０長期借入金収入 ０

目的積立金取崩 １００目的積立金取崩 １００目的積立金取崩 １００目的積立金取崩 １００

計 １２，３１９計 １２，３１９計 １２，３１９計 １２，３１９

支 出支 出支 出支 出

業務費 １０，７２５業務費 １０，７２５業務費 １０，７２５業務費 １０，７２５

教育研究経費 １０，７２５教育研究経費 １０，７２５教育研究経費 １０，７２５教育研究経費 １０，７２５

うち設備災害復旧事業 ４９うち設備災害復旧事業 ４９うち設備災害復旧事業 ４９うち設備災害復旧事業 ４９

施設整備費 ５６０施設整備費 ５６０施設整備費 ５６０施設整備費 ５６０

うち施設災害復旧事業 １４うち施設災害復旧事業 １４うち施設災害復旧事業 １４うち施設災害復旧事業 １４

補助金等 ２２６補助金等 ２２６補助金等 ２２６補助金等 ２２６

産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 ７９２産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 ７９２産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 ７９２産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 ７９２

長期借入金償還金 １６長期借入金償還金 １６長期借入金償還金 １６長期借入金償還金 １６

計 １２，３１９計 １２，３１９計 １２，３１９計 １２，３１９

※ 運営費交付金収入及び施設整備費補助金収入には、平成２３年度補正予算（第１号）及び平成２３※ 運営費交付金収入及び施設整備費補助金収入には、平成２３年度補正予算（第１号）及び平成２３※ 運営費交付金収入及び施設整備費補助金収入には、平成２３年度補正予算（第１号）及び平成２３※ 運営費交付金収入及び施設整備費補助金収入には、平成２３年度補正予算（第１号）及び平成２３

年度補正予算（第３号）により措置された東日本大震災により被災した施設、設備に係る災害復旧事年度補正予算（第３号）により措置された東日本大震災により被災した施設、設備に係る災害復旧事年度補正予算（第３号）により措置された東日本大震災により被災した施設、設備に係る災害復旧事年度補正予算（第３号）により措置された東日本大震災により被災した施設、設備に係る災害復旧事

業（うち施設分１４百万円、設備分４９百万円）及び被災した学生等による授業料等免除事業（１８業（うち施設分１４百万円、設備分４９百万円）及び被災した学生等による授業料等免除事業（１８業（うち施設分１４百万円、設備分４９百万円）及び被災した学生等による授業料等免除事業（１８業（うち施設分１４百万円、設備分４９百万円）及び被災した学生等による授業料等免除事業（１８

１百万円）が含まれている。１百万円）が含まれている。１百万円）が含まれている。１百万円）が含まれている。

また、授業料、入学料及び検定料収入の変更は、東日本大震災により被災した学生等に対する授業また、授業料、入学料及び検定料収入の変更は、東日本大震災により被災した学生等に対する授業また、授業料、入学料及び検定料収入の変更は、東日本大震災により被災した学生等に対する授業また、授業料、入学料及び検定料収入の変更は、東日本大震災により被災した学生等に対する授業

料等免除の実施に伴うものである。料等免除の実施に伴うものである。料等免除の実施に伴うものである。料等免除の実施に伴うものである。

［人件費の見積り]［人件費の見積り]［人件費の見積り]［人件費の見積り]

期間中総額 ６，９６９百万円を支出する期間中総額 ６，９６９百万円を支出する期間中総額 ６，９６９百万円を支出する期間中総額 ６，９６９百万円を支出する。。。。（退職手当は除く（退職手当は除く（退職手当は除く（退職手当は除く。。。。））））

（うち、総人件費改革に係る削減の対象となる人件費総額６，０３７百万円）（うち、総人件費改革に係る削減の対象となる人件費総額６，０３７百万円）（うち、総人件費改革に係る削減の対象となる人件費総額６，０３７百万円）（うち、総人件費改革に係る削減の対象となる人件費総額６，０３７百万円）
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２．収支計画２．収支計画２．収支計画２．収支計画

平成２３年度 収支計画平成２３年度 収支計画平成２３年度 収支計画平成２３年度 収支計画

（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）

区 分 金 額区 分 金 額区 分 金 額区 分 金 額

費用の部費用の部費用の部費用の部

経常費用 １１，８６１経常費用 １１，８６１経常費用 １１，８６１経常費用 １１，８６１

業務費 １０，７７６業務費 １０，７７６業務費 １０，７７６業務費 １０，７７６

教育研究経費 ２，４８２教育研究経費 ２，４８２教育研究経費 ２，４８２教育研究経費 ２，４８２

うち施設災害復旧事業 １４うち施設災害復旧事業 １４うち施設災害復旧事業 １４うち施設災害復旧事業 １４

うち設備災害復旧事業 ４９うち設備災害復旧事業 ４９うち設備災害復旧事業 ４９うち設備災害復旧事業 ４９

受託研究費等 ６２８受託研究費等 ６２８受託研究費等 ６２８受託研究費等 ６２８

役員人件費 ７５役員人件費 ７５役員人件費 ７５役員人件費 ７５

教員人件費 ５，４４９教員人件費 ５，４４９教員人件費 ５，４４９教員人件費 ５，４４９

職員人件費 ２，１４２職員人件費 ２，１４２職員人件費 ２，１４２職員人件費 ２，１４２

一般管理費 ６４４一般管理費 ６４４一般管理費 ６４４一般管理費 ６４４

財務費用 １６財務費用 １６財務費用 １６財務費用 １６

雑損 ０雑損 ０雑損 ０雑損 ０

減価償却費 ４２５減価償却費 ４２５減価償却費 ４２５減価償却費 ４２５

臨時損失 ０臨時損失 ０臨時損失 ０臨時損失 ０

収入の部収入の部収入の部収入の部

経常収益 １１，７６１経常収益 １１，７６１経常収益 １１，７６１経常収益 １１，７６１

運営費交付金収益 ７，０４７運営費交付金収益 ７，０４７運営費交付金収益 ７，０４７運営費交付金収益 ７，０４７

うち補正予算による追加 ２２９うち補正予算による追加 ２２９うち補正予算による追加 ２２９うち補正予算による追加 ２２９

授業料収益 ２，５００授業料収益 ２，５００授業料収益 ２，５００授業料収益 ２，５００

入学金収益 ４０９入学金収益 ４０９入学金収益 ４０９入学金収益 ４０９

検定料収益 ８２検定料収益 ８２検定料収益 ８２検定料収益 ８２

受託研究等収益 ６２８受託研究等収益 ６２８受託研究等収益 ６２８受託研究等収益 ６２８

補助金等収益 ２０７補助金等収益 ２０７補助金等収益 ２０７補助金等収益 ２０７

寄附金収益 １５７寄附金収益 １５７寄附金収益 １５７寄附金収益 １５７

施設費収益 １４施設費収益 １４施設費収益 １４施設費収益 １４

うち補正予算による追加 １４うち補正予算による追加 １４うち補正予算による追加 １４うち補正予算による追加 １４

財務収益 ３財務収益 ３財務収益 ３財務収益 ３

雑益 ２１８雑益 ２１８雑益 ２１８雑益 ２１８

資産見返負債戻入 ４９６資産見返負債戻入 ４９６資産見返負債戻入 ４９６資産見返負債戻入 ４９６

臨時利益 ０臨時利益 ０臨時利益 ０臨時利益 ０

純利益 △１００純利益 △１００純利益 △１００純利益 △１００

目的積立金取崩益 １００目的積立金取崩益 １００目的積立金取崩益 １００目的積立金取崩益 １００

総利益 ０総利益 ０総利益 ０総利益 ０

※ 運営費交付金収益及び施設費収益には、平成２３年度補正予算（第１号）及び平成２３年度補正予※ 運営費交付金収益及び施設費収益には、平成２３年度補正予算（第１号）及び平成２３年度補正予※ 運営費交付金収益及び施設費収益には、平成２３年度補正予算（第１号）及び平成２３年度補正予※ 運営費交付金収益及び施設費収益には、平成２３年度補正予算（第１号）及び平成２３年度補正予

算（第３号）により措置された東日本大震災により被災した施設、設備に係る災害復旧事業（うち施算（第３号）により措置された東日本大震災により被災した施設、設備に係る災害復旧事業（うち施算（第３号）により措置された東日本大震災により被災した施設、設備に係る災害復旧事業（うち施算（第３号）により措置された東日本大震災により被災した施設、設備に係る災害復旧事業（うち施

設分１４百万円、設備分４９百万円）及び被災した学生等に係る授業料等免除事業（１８１百万円）設分１４百万円、設備分４９百万円）及び被災した学生等に係る授業料等免除事業（１８１百万円）設分１４百万円、設備分４９百万円）及び被災した学生等に係る授業料等免除事業（１８１百万円）設分１４百万円、設備分４９百万円）及び被災した学生等に係る授業料等免除事業（１８１百万円）

が含まれている。が含まれている。が含まれている。が含まれている。

また、授業料収益及び入学料収益の変更は、東日本大震災により被災した学生等に対する授業料等また、授業料収益及び入学料収益の変更は、東日本大震災により被災した学生等に対する授業料等また、授業料収益及び入学料収益の変更は、東日本大震災により被災した学生等に対する授業料等また、授業料収益及び入学料収益の変更は、東日本大震災により被災した学生等に対する授業料等

免除の実施に伴うものである。免除の実施に伴うものである。免除の実施に伴うものである。免除の実施に伴うものである。
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３．資金計画３．資金計画３．資金計画３．資金計画

平成２３年度 資金計画平成２３年度 資金計画平成２３年度 資金計画平成２３年度 資金計画

（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）（単位：百万円）

区 分 金 額区 分 金 額区 分 金 額区 分 金 額

資金支出 １３，５３０資金支出 １３，５３０資金支出 １３，５３０資金支出 １３，５３０

業務活動による支出 １１，３３６業務活動による支出 １１，３３６業務活動による支出 １１，３３６業務活動による支出 １１，３３６

うち設備災害復旧事業 ４９うち設備災害復旧事業 ４９うち設備災害復旧事業 ４９うち設備災害復旧事業 ４９

投資活動による支出 ９６７投資活動による支出 ９６７投資活動による支出 ９６７投資活動による支出 ９６７

うち施設災害復旧事業 １４うち施設災害復旧事業 １４うち施設災害復旧事業 １４うち施設災害復旧事業 １４

財務活動による支出 １６財務活動による支出 １６財務活動による支出 １６財務活動による支出 １６

翌年度への繰越金 １，２１１翌年度への繰越金 １，２１１翌年度への繰越金 １，２１１翌年度への繰越金 １，２１１

資金収入 １３，５３０資金収入 １３，５３０資金収入 １３，５３０資金収入 １３，５３０

業務活動による収入 １１，６４０業務活動による収入 １１，６４０業務活動による収入 １１，６４０業務活動による収入 １１，６４０

運営費交付金による収入 ７，１６４運営費交付金による収入 ７，１６４運営費交付金による収入 ７，１６４運営費交付金による収入 ７，１６４

うち補正予算による追加 ２２９うち補正予算による追加 ２２９うち補正予算による追加 ２２９うち補正予算による追加 ２２９

授業料、入学金及び検定料による収入 ３，２５６授業料、入学金及び検定料による収入 ３，２５６授業料、入学金及び検定料による収入 ３，２５６授業料、入学金及び検定料による収入 ３，２５６

受託研究等収入 ６２８受託研究等収入 ６２８受託研究等収入 ６２８受託研究等収入 ６２８

補助金等収益 ２２６補助金等収益 ２２６補助金等収益 ２２６補助金等収益 ２２６

寄附金収入 １６４寄附金収入 １６４寄附金収入 １６４寄附金収入 １６４

その他の収入 ２２１その他の収入 ２２１その他の収入 ２２１その他の収入 ２２１

投資活動による収入 ５６０投資活動による収入 ５６０投資活動による収入 ５６０投資活動による収入 ５６０

施設費による収入 ５６０施設費による収入 ５６０施設費による収入 ５６０施設費による収入 ５６０

うち補正予算による追加 １４うち補正予算による追加 １４うち補正予算による追加 １４うち補正予算による追加 １４

その他の収入 ０その他の収入 ０その他の収入 ０その他の収入 ０

財務活動による収入 ０財務活動による収入 ０財務活動による収入 ０財務活動による収入 ０

前年度よりの繰越金 １，３１１前年度よりの繰越金 １，３１１前年度よりの繰越金 １，３１１前年度よりの繰越金 １，３１１

※ 資金収入には、平成２３年度補正予算（第１号）及び平成２３年度補正予算（第３号）により措置※ 資金収入には、平成２３年度補正予算（第１号）及び平成２３年度補正予算（第３号）により措置※ 資金収入には、平成２３年度補正予算（第１号）及び平成２３年度補正予算（第３号）により措置※ 資金収入には、平成２３年度補正予算（第１号）及び平成２３年度補正予算（第３号）により措置

された東日本大震災により被災した施設、設備に係る災害復旧事業（うち施設分１４百万円、設備分された東日本大震災により被災した施設、設備に係る災害復旧事業（うち施設分１４百万円、設備分された東日本大震災により被災した施設、設備に係る災害復旧事業（うち施設分１４百万円、設備分された東日本大震災により被災した施設、設備に係る災害復旧事業（うち施設分１４百万円、設備分

４９百万円）及び被災した学生等に係る授業料等免除事業（１８１百万円）が含まれている。４９百万円）及び被災した学生等に係る授業料等免除事業（１８１百万円）が含まれている。４９百万円）及び被災した学生等に係る授業料等免除事業（１８１百万円）が含まれている。４９百万円）及び被災した学生等に係る授業料等免除事業（１８１百万円）が含まれている。

また、授業料及入学金検定料による収入の変更は、東日本大震災により被災した学生等に対する授また、授業料及入学金検定料による収入の変更は、東日本大震災により被災した学生等に対する授また、授業料及入学金検定料による収入の変更は、東日本大震災により被災した学生等に対する授また、授業料及入学金検定料による収入の変更は、東日本大震災により被災した学生等に対する授

業料等免除の実施に伴うものである。業料等免除の実施に伴うものである。業料等免除の実施に伴うものである。業料等免除の実施に伴うものである。
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別表（学部の学科、研究科の専攻等）別表（学部の学科、研究科の専攻等）別表（学部の学科、研究科の専攻等）別表（学部の学科、研究科の専攻等）

人文社会科学部 人間科学課程 １６０人人文社会科学部 人間科学課程 １６０人人文社会科学部 人間科学課程 １６０人人文社会科学部 人間科学課程 １６０人

国際文化課程 ３００人国際文化課程 ３００人国際文化課程 ３００人国際文化課程 ３００人

法学・経済課程 ２８０人法学・経済課程 ２８０人法学・経済課程 ２８０人法学・経済課程 ２８０人

環境科学課程 １２０人環境科学課程 １２０人環境科学課程 １２０人環境科学課程 １２０人

３年次編入 ２０人３年次編入 ２０人３年次編入 ２０人３年次編入 ２０人

教育学部 学校教育教員養成課程 ６４０人教育学部 学校教育教員養成課程 ６４０人教育学部 学校教育教員養成課程 ６４０人教育学部 学校教育教員養成課程 ６４０人

生涯教育課程 ２００人生涯教育課程 ２００人生涯教育課程 ２００人生涯教育課程 ２００人

芸術文化課程 １６０人芸術文化課程 １６０人芸術文化課程 １６０人芸術文化課程 １６０人

工学部 応用化学科 ６８人工学部 応用化学科 ６８人工学部 応用化学科 ６８人工学部 応用化学科 ６８人

材料物性工学科 ４８人材料物性工学科 ４８人材料物性工学科 ４８人材料物性工学科 ４８人

電気電子工学科 ６０人電気電子工学科 ６０人電気電子工学科 ６０人電気電子工学科 ６０人

機械工学科 ７８人機械工学科 ７８人機械工学科 ７８人機械工学科 ７８人

建設環境工学科 ５８人建設環境工学科 ５８人建設環境工学科 ５８人建設環境工学科 ５８人

情報システム工学科 ６８人情報システム工学科 ６８人情報システム工学科 ６８人情報システム工学科 ６８人

福祉システム工学科 ５０人福祉システム工学科 ５０人福祉システム工学科 ５０人福祉システム工学科 ５０人

応用化学・生命工学科 ２２５人応用化学・生命工学科 ２２５人応用化学・生命工学科 ２２５人応用化学・生命工学科 ２２５人

マテリアル工学科 １８０人マテリアル工学科 １８０人マテリアル工学科 １８０人マテリアル工学科 １８０人

電気電子・情報システム工学科 ３６０人電気電子・情報システム工学科 ３６０人電気電子・情報システム工学科 ３６０人電気電子・情報システム工学科 ３６０人

機械システム工学科 ２４０人機械システム工学科 ２４０人機械システム工学科 ２４０人機械システム工学科 ２４０人

社会環境工学科 １９５人社会環境工学科 １９５人社会環境工学科 １９５人社会環境工学科 １９５人

３年次編入 ４０人３年次編入 ４０人３年次編入 ４０人３年次編入 ４０人

農学部 獣医学科 ３０人農学部 獣医学科 ３０人農学部 獣医学科 ３０人農学部 獣医学科 ３０人

農学生命課程 ２２０人農学生命課程 ２２０人農学生命課程 ２２０人農学生命課程 ２２０人

応用生物化学課程 １６０人応用生物化学課程 １６０人応用生物化学課程 １６０人応用生物化学課程 １６０人

共生環境課程 ２２０人共生環境課程 ２２０人共生環境課程 ２２０人共生環境課程 ２２０人

動物科学課程 １２０人動物科学課程 １２０人動物科学課程 １２０人動物科学課程 １２０人

獣医学課程 １５０人獣医学課程 １５０人獣医学課程 １５０人獣医学課程 １５０人

３年次編入 １０人３年次編入 １０人３年次編入 １０人３年次編入 １０人

（うち獣医師養成に係る分野 １８０人）（うち獣医師養成に係る分野 １８０人）（うち獣医師養成に係る分野 １８０人）（うち獣医師養成に係る分野 １８０人）

人文社会科学研究科 人間科学専攻 １６人人文社会科学研究科 人間科学専攻 １６人人文社会科学研究科 人間科学専攻 １６人人文社会科学研究科 人間科学専攻 １６人（（（（うち修士課程 １６人うち修士課程 １６人うち修士課程 １６人うち修士課程 １６人））））

国際文化学専攻 ８人国際文化学専攻 ８人国際文化学専攻 ８人国際文化学専攻 ８人（（（（うち修士課程 ８人うち修士課程 ８人うち修士課程 ８人うち修士課程 ８人））））

社会・環境システム専攻 ８人社会・環境システム専攻 ８人社会・環境システム専攻 ８人社会・環境システム専攻 ８人（（（（うち修士課程 ８人うち修士課程 ８人うち修士課程 ８人うち修士課程 ８人））））

教育学研究科 学校教育実践専攻 ２４人教育学研究科 学校教育実践専攻 ２４人教育学研究科 学校教育実践専攻 ２４人教育学研究科 学校教育実践専攻 ２４人（（（（うち修士課程 ２４人うち修士課程 ２４人うち修士課程 ２４人うち修士課程 ２４人））））

教科教育専攻 ４０人教科教育専攻 ４０人教科教育専攻 ４０人教科教育専攻 ４０人（（（（うち修士課程 ４０人うち修士課程 ４０人うち修士課程 ４０人うち修士課程 ４０人））））

工学研究科 応用化学・生命工学専攻 ５０人工学研究科 応用化学・生命工学専攻 ５０人工学研究科 応用化学・生命工学専攻 ５０人工学研究科 応用化学・生命工学専攻 ５０人（（（（うち博士前期課程 ５０人うち博士前期課程 ５０人うち博士前期課程 ５０人うち博士前期課程 ５０人））））

フロンティア材料機能工学専攻 ６０人フロンティア材料機能工学専攻 ６０人フロンティア材料機能工学専攻 ６０人フロンティア材料機能工学専攻 ６０人

（（（（うち博士前期課程 ６０人うち博士前期課程 ６０人うち博士前期課程 ６０人うち博士前期課程 ６０人））））

電気電子・情報システム工学専攻 ９２人電気電子・情報システム工学専攻 ９２人電気電子・情報システム工学専攻 ９２人電気電子・情報システム工学専攻 ９２人

うち博士前期課程 ８０人うち博士前期課程 ８０人うち博士前期課程 ８０人うち博士前期課程 ８０人

博士後期課程 １２人博士後期課程 １２人博士後期課程 １２人博士後期課程 １２人

機械システム工学専攻 ６０人機械システム工学専攻 ６０人機械システム工学専攻 ６０人機械システム工学専攻 ６０人（（（（うち博士前期課程 ６０人うち博士前期課程 ６０人うち博士前期課程 ６０人うち博士前期課程 ６０人））））

社会環境工学専攻 ４０人社会環境工学専攻 ４０人社会環境工学専攻 ４０人社会環境工学専攻 ４０人（（（（うち博士前期課程 ４０人うち博士前期課程 ４０人うち博士前期課程 ４０人うち博士前期課程 ４０人））））

デザイン・メディア工学専攻 ２９人デザイン・メディア工学専攻 ２９人デザイン・メディア工学専攻 ２９人デザイン・メディア工学専攻 ２９人

うち博士前期課程 ２０人うち博士前期課程 ２０人うち博士前期課程 ２０人うち博士前期課程 ２０人

博士後期課程 ９人博士後期課程 ９人博士後期課程 ９人博士後期課程 ９人

金型・鋳造工学専攻 ２０人金型・鋳造工学専攻 ２０人金型・鋳造工学専攻 ２０人金型・鋳造工学専攻 ２０人（（（（うち博士前期課程 ２０人うち博士前期課程 ２０人うち博士前期課程 ２０人うち博士前期課程 ２０人））））
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フロンティア物質機能工学専攻 ２７人フロンティア物質機能工学専攻 ２７人フロンティア物質機能工学専攻 ２７人フロンティア物質機能工学専攻 ２７人

（（（（うち博士後期課程 ２７人うち博士後期課程 ２７人うち博士後期課程 ２７人うち博士後期課程 ２７人））））

機械・社会環境システム工学専攻 １２人機械・社会環境システム工学専攻 １２人機械・社会環境システム工学専攻 １２人機械・社会環境システム工学専攻 １２人

（（（（うち博士後期課程 １２人うち博士後期課程 １２人うち博士後期課程 １２人うち博士後期課程 １２人））））

農学研究科 農学生命専攻 ４０人（うち修士課程 ４０人）農学研究科 農学生命専攻 ４０人（うち修士課程 ４０人）農学研究科 農学生命専攻 ４０人（うち修士課程 ４０人）農学研究科 農学生命専攻 ４０人（うち修士課程 ４０人）

応用生物化学専攻 ３０人（うち修士課程 ３０人）応用生物化学専攻 ３０人（うち修士課程 ３０人）応用生物化学専攻 ３０人（うち修士課程 ３０人）応用生物化学専攻 ３０人（うち修士課程 ３０人）

共生環境専攻 ３２人（うち修士課程 ３２人）共生環境専攻 ３２人（うち修士課程 ３２人）共生環境専攻 ３２人（うち修士課程 ３２人）共生環境専攻 ３２人（うち修士課程 ３２人）

動物科学専攻 １６人（うち修士課程 １６人）動物科学専攻 １６人（うち修士課程 １６人）動物科学専攻 １６人（うち修士課程 １６人）動物科学専攻 １６人（うち修士課程 １６人）

バイオフロンティア専攻 １６人（うち修士課程 １６人）バイオフロンティア専攻 １６人（うち修士課程 １６人）バイオフロンティア専攻 １６人（うち修士課程 １６人）バイオフロンティア専攻 １６人（うち修士課程 １６人）

連合農学研究科 生物生産科学専攻 ２４人（うち博士課程 ２４人）連合農学研究科 生物生産科学専攻 ２４人（うち博士課程 ２４人）連合農学研究科 生物生産科学専攻 ２４人（うち博士課程 ２４人）連合農学研究科 生物生産科学専攻 ２４人（うち博士課程 ２４人）

生物資源科学専攻 ３０人（うち博士課程 ３０人）生物資源科学専攻 ３０人（うち博士課程 ３０人）生物資源科学専攻 ３０人（うち博士課程 ３０人）生物資源科学専攻 ３０人（うち博士課程 ３０人）

寒冷圏生命システム学専攻 １８人（うち博士課程 １８人）寒冷圏生命システム学専攻 １８人（うち博士課程 １８人）寒冷圏生命システム学専攻 １８人（うち博士課程 １８人）寒冷圏生命システム学専攻 １８人（うち博士課程 １８人）

生物環境科学専攻 ２４人（うち博士課程 ２４人）生物環境科学専攻 ２４人（うち博士課程 ２４人）生物環境科学専攻 ２４人（うち博士課程 ２４人）生物環境科学専攻 ２４人（うち博士課程 ２４人）

附属幼稚園 １６０人附属幼稚園 １６０人附属幼稚園 １６０人附属幼稚園 １６０人

学級数 ５学級数 ５学級数 ５学級数 ５

附属小学校 ７６８人附属小学校 ７６８人附属小学校 ７６８人附属小学校 ７６８人

学級数 ２１学級数 ２１学級数 ２１学級数 ２１

附属中学校 ４８０人附属中学校 ４８０人附属中学校 ４８０人附属中学校 ４８０人

学級数 １２学級数 １２学級数 １２学級数 １２

附属特別支援学校 ６０人附属特別支援学校 ６０人附属特別支援学校 ６０人附属特別支援学校 ６０人

学級数 ９学級数 ９学級数 ９学級数 ９


